(様式２)

申請者名　　　　　　　　　

石川県青少年総合研修センターの管理の業務に関する事業計画書

(記載上の注意)

※用紙はＡ４判縦、様式は自由とします。必要であれば、図表の添付は可能です。

※ページ数は、適宜追加して差し支えありません。

１　管理運営の基本的な考え方

（1） 管理運営の理念

　　（注）本センターが青少年の健全育成のための施設であることを念頭に記載すること。

（2） 管理運営の方針

　　（注）管理理念の実現、公平な利用の確保などについての方針を記載すること。

　　（注）酒類、タバコの販売方法について記載すること。

２　管理料及び管理の内容

（1） 管理料及び内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

	区　　　分
	管理料積算

内訳(a)
	提案管理料

単年度(b)
	差　引　き

(b)－(a)
	増　減　の　理　由

	管理料
	65,019
	
	
	

	内

訳
	人件費
	25,990
	
	
	

	
	事務費
	4,688
	
	
	

	
	営業広報経費
	－
	
	
	

	
	清掃
	4,521
	
	
	

	
	常駐警備
	1,144
	
	
	

	
	消防設備点検
	230
	
	
	

	
	電気工作物保安
	255
	
	
	

	
	昇降機維持保守
	708
	
	
	

	
	指定管理料保険等
	223
	
	
	

	
	衛生管理
	574
	
	
	

	
	廃棄物収集運搬
	383
	
	
	

	
	電気料
	6,108
	
	
	

	
	ガス･重油等
	5,997
	
	
	

	
	水道料
	2,484
	
	
	

	
	リネン借上料等
	2,547
	
	
	

	
	修繕費
	3,256
	
	
	

	
	小計
	59,108
	
	
	

	
	消費税
	5,911
	
	
	


　　（注）提案管理料（単年度）は、県が各年度指定管理者に支払う管理料として年度当初に定める金額の提案額を記載すること。

（注）別紙の今年度の各種委託契約の仕様書を参考に管理・サービスの水準が現状を下回らない

よう積算し、内訳金額について管理料積算内訳との増減の理由を具体的に記載すること。

（2） 緊急時の対応・安全管理

　　（注）リスクの種類別に、対策及び未然防止策を記載すること。

（3） 個人情報保護対策

　　（注）個人情報保護法及び石川県個人情報保護条例に基づく具体的な対応策を記載すること。

３　施設の効用発揮に向けた取組み

（1） サービスの質向上に向けた取組み

　　（注）利用者の満足度や苦情を調査し、サービス内容に反映させる方法や、日々サービスの質の向上を図るための取り組みなどについて記載すること。

　　（注）喫茶・食堂部門の使用許可を希望する場合はその旨と計画しているサービス内容を記載すること

（２）施設の利用の誘致活動の計画

　　（注）使用料収入の増収に向けた年度別の数値目標及びその根拠、また、それを実現するための具体的な方法(人員構成や取り組み等)についても記載すること。

（3） ホームページの作成・更新計画

　　（注）ホームページの作成・更新のための人員・予算、及びその確保方法を記載すること。

（注）ホームページに多くのアクセスがあるよう、どのような工夫をするのか記載すること。

（注）ホームページは、指定管理者がプロバイダーと契約するなどの方法で維持管理するが、内容及びアドレスについては県の指示に従うこと。

４　施設の利活用等に関する数値目標の提案
	指　標
	①
	②
	③

	目 標 値
	年度
	
	
	

	
	年度
	
	
	

	
	年度
	
	
	

	備　考
	
	
	


５　組織及び職員の配置等

（1） 管理運営の組織

　　（注）指揮命令系統がわかるもので、配置する職員数を(　)書で併記すること。

実施体制の考え方、施設長の人選についての考え方などについて記載すること。

現在管理受託している団体の職員の雇用についても提案を求めます。

[組織図の記載の参考例：別紙でも可]

施設長　－　○○　－　△△

  (1)        ( )       ( )

（2） 職員の職種等

　　（注）組織図に記載された職員すべてについて、雇用関係(常勤職員、非常勤職員、臨時職員、パート職員、委託職員等)、月勤務日数、担当する業務、年間の人件費見込額(法定福利費等を含む一切のもの)を記載すること。

　　（注）人件費の合計額(Ａ)は、前記「２管理料及び管理の内容」の「（１）管理料」の提案管理料の人件費の額と一致させること。

　　（注）大型運転免許など特別の資格、免許を有している職員がいる場合は、その旨を「担当する業務」欄に記載すること。

　　

［職種等の記載の参考例］

	職種(職名)
	雇用関係
	月勤務日数
	担当する業務内容
	人件費

(千円)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	(A)


（3） 日常の職員配置

　　（注）１日の標準的な職員配置(勤務時間帯と職種がわかるもの)とその考え方を記載すること。

［職員配置の記載の参考例：別紙でも可］

	配置場所
	職員配置

の時間帯
	職　　　　　　名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	受　付
	～
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（4） 職員の指導・研修体制

　　（注）接遇、経理などに関する人材育成及び担当職員の業務水準の維持、向上させる方策について記載すること。

（5） 業務移行計画

　　（注）令和５年４月１日から業務を移行するに当たって、引継ぎや職員研修などを記載すること。

（6） 類似施設の管理運営実績

　　（注）グループで申請する場合は、各構成団体について記載すること

	名称・所在地
	業　種
	面積
	従業員
	年間売上高
	管理運営期間

	
	
	㎡
	人
	千円
	

	
	
	㎡
	人
	千円
	

	
	
	㎡
	人
	千円
	

	
	
	㎡
	人
	千円
	

	
	
	㎡
	人
	千円
	

	
	
	㎡
	人
	千円
	

	合　　　　計
	㎡
	人
	千円
	


　　（注）類似施設で蓄積された経営ノウハウを導入するための方法について記載すること

（7） 申請団体の経営状況（最近３か年）

　　（注）グループで申請する場合は、各構成団体について記載すること

	区　分
	売　上　高
	営業利益
	当期利益

	年度
	千円
	千円
	千円

	年度
	千円
	千円
	千円

	年度
	千円
	千円
	千円

	主な事業
	


６　その他

次世代育成支援に対する取り組み

　　（注）プレミアム・パスポート協賛企業として参加しているかどうか、次世代育成支援対策法による一般事業主行動計画の策定など、従業員の仕事と子育ての両立の推進策について記載すること

2

